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ンスの支援と連帯を即座に表明した。翌日、フランスの外務・ヨーロッパ問題担当省は、地震および津波の被災者に対 援助活動に全力を注ぐとの声明を発表した。その日の夜にフラ 市民安全部隊の救援隊が出発し、 に甚大な被害を被った宮城県仙台市に到着、即座に 援活動を展開した。また、三月二五日にフランスから一五〇トンの支援物資が成田国際空港に到着 日本側 負担を軽減させるため、自らが仙台まで救援
物資の輸送を行ったとの報道もあった
⑵。更に、三一日にサルコ




の連日の報道により、それまではフランス人にあまり馴染みのなかった福島、宮城、仙台など 地名も東京並 認知度になったようだ。東日本大震災に関するフランス社会の関心の高さはこれまで例を見ない その背後に恐らく以下のような理由があると思われる。　
まず、今回の大震災は未曾有の
























流れを見て、特にフランスメディアの反応の敏感度が異例に高いと言っても過言 はない。全体的な印象として地震、津波の被害および救援状況に関する報道の頻度と密度に比べ、明らかに原発事故に関する報道にかなり偏っているように見える。前述したよう大国としてのフランスの国内事情、それ よる国民感情もあ 、今回の福島原発事故に関する報道の集中度と頻度の高さを理解できない訳ではない。もちろん、フランスでは、被災された日本の方々にお見舞 を申し上げたり、不安で困難な日々を送っている日本人に励ましの言葉を送ったりするメディアも数多くあった。しかし新聞の一面に日 丸のデザインとともに日本語 「がんばれ、 日本。がんばれ、東北」の見出しを掲げたイギリス紙と比べると、異彩を放ち、人間味に溢れる報道はやや




通しに関するフランスメディア報道に悲観的な表現が多いことも印象的だ。本来、事実を迅速かつ客観的に大衆に伝えること マコミの使命であるが、事実を伝える際の言葉使いや口調が、受け手である大衆 感情 きな影響をあたえ かもしれな 。 もちろん、その影響は大衆を楽 な方向励ますものも り、かたや悲観的なイメージを植 つけるものもある。ひとつ有名な例として、一九六二年のキュ バ危機の際に アメリカのメディア業界にそれこそ地球の終りのような緊張感が走っ
たが、 「アメリカの良心」と呼ばれたニュースアンカーのウォルター・クロンカイトはキューバ危機の状況を伝え終えて、にっこりしながら「
So far so good. G
ood 
night, folks. 」 （まあ、今日はこん




















































































































































































 読売新聞（二〇 一年三月一六日）により、 メルケル首相は「日本からの（原発）情報は矛盾している」との発言があった。
⒀
 フランス
LeM
agIT 紙（二〇一一
年三月一四日） 。
⒁
 フランス
A
FP 通信（二〇一一年
三月二四日） 。
⒂
 フランス
Le M
onde 紙（二〇一
一年四月一 日） 。
⒃
 フランス
Le Figaro 紙（二〇一
一年四月一日） 。
⒄
 読売新聞電子版（二〇一一年三月三〇日）http://w
w
w
.yom
iuri.co.jp/col-
u
m
n
/k
e
n
k
y
u
/2
0
1
1
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3
0
-
O
Y
T8T00267.htm
。
